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ごうぎん SDGs 私募債（教育機関寄贈）の発行に係る贈呈式の開催について 

～境港支店取引先 13 社と連名で境港総合技術高等学校へキッチンカーを寄贈～ 

 

ごうぎんは、下記の 13 社が発行した私募債を全額引き受けいたしました。 

本私募債は、発行金額の一部を教育機関等に贈呈するスキーム※であり、このたび、下記の内容で贈

呈式を開催し、私募債発行企業 13 社と当行の連名にて、鳥取県立境港総合技術高等学校へキッチンカー

を贈呈いたしましたのでお知らせします。 

※ごうぎんSDGs私募債（教育機関寄贈） 

地域の将来を担う子供たちを応援するために、教育機関に寄贈を行う私募債。私募債発行金額の 0.2%

を上限に教育機関で使用するスポーツ用品、備品などを発行企業様と当行との連名で寄贈する。 

 

 記 

１. 企業・学校・銀行が三位一体となって地域の未来を創る「キッチンカープロジェクト」 

（１）背景 

境港総合技術高等学校は地域活性化のためにキッチンカーをレンタルし、生徒たちが調理した料

理や商品を販売する事業に取り組んでいました。しかし、近年のキッチンカー需要の高まりを背

景にキッチンカー確保が難しくなり、学校から当行境港支店へ相談がありました。 

（２）キッチンカープロジェクト 

起点 当行境港支店による「キッチンカープロジェクト」の立ち上げ 

↓ 寄贈型私募債を利用した取引先企業へ共同での寄贈を呼びかけ 

↓ 多くの地元企業から共感をいただく 

↓ 
2024 年 2 月から 9 月にかけて寄贈型私募債を利用した取引先のうち 13 社の賛同を得

て、寄贈額がキッチンカー購入可能となる目標金額 216 万円に到達 

本件 キッチンカーと販売時に使用するデジタルサイネージを寄贈 

地域の「企業」「学校」「銀行」が三位一体となった取り組みにより、生徒たちは夢を実現するた

めの大きな一歩を踏み出すことができました。未来を創るこの取り組みにご協力いただいた皆様

に心から感謝申し上げます。今後はご賛同いただいた企業と学校のコラボ商品企画や、生徒と当

行行員が連携する新商品開発などにも取り組む予定です。 

２.贈呈式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （次ページへ続く） ＜贈呈式での様子＞ 



 

 

■贈呈式の概要 

１．日時 2024年11月13日(水)  

２．場所 鳥取県立境港総合技術高等学校 

 

３．出席者（敬称略） 

鳥取県立境港総合技術高等学校 校長 新田 真也 

私募債発行企業 13 社（以下、発行企業一覧をご参照ください） 

株式会社山陰合同銀行  執行役員 米子営業本部長 高橋 一成  

４．寄贈品 
キッチンカー １台 

デジタルサイネージ １台 

 

■「ごうぎん SDGs 私募債（寄贈型）」発行企業一覧 13 社      ※社名の五十音順で掲載 

私募債発行企業名 代表者 所在地 

株式会社アート建工 
代表取締役 

魚谷 宗司 
鳥取県米子市両三柳 255 番地 8 

株式会社井ゲタ竹内 
代表取締役社長 

竹内 隆一郎 
鳥取県境港市昭和町 12-10 

株式会社上野水産 
代表取締役 

上野 慶 
鳥取県境港市昭和町 7 番地 

株式会社ウミライ 
代表取締役 

堀田 收 
鳥取県境港市弥生町 206 

株式会社オーク 
代表取締役 

岡 俊介 
鳥取県境港市竹内団地 208-3 

株式会社共伸 
代表取締役 

門永 公太 
鳥取県境港市上道町 2303 番地 

境港魚市場株式会社 
代表取締役 

山本 貴弘 
鳥取県境港市昭和町 9 番地 7 

山陰化成工業株式会社 
代表取締役 

濱 浩二 
鳥取県境港市昭和町 13 番地 24 

株式会社大昇食品 
代表取締役 

廣瀨 康彦 
鳥取県境港市昭和町 12 番地 22 

鳥取缶詰株式会社 
代表取締役 

廣瀨 信彦 
鳥取県境港市渡町 1460 番地 

株式会社ＮＩＰＰＯ’Ｓ 
代表取締役 

竹之内 学 
島根県松江市八束町江島 1128 番地 52 

山進運輸株式会社 
代表取締役 

山口 尚文 
鳥取県境港市竹内団地 158 番地 

株式会社友新 
代表取締役 

小西 和夫 
鳥取県境港市昭和町 7 番地 2 

以 上 

 

 

 

 

ごうぎんグループは、国連の定めた持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の趣旨に賛同し、           

地域の課題解決に取り組むことで、持続可能な地域社会の実現を目指します。 

※ＳＤＧｓ(Sustainable Development Goals の略）：2015年 9月の総会決議で国連加盟国が採択した、  

2030 年までに達成を目指す 17の持続可能な開発目標と、これを達成するための 169 のターゲットのこと。 

 


